


各 種 助 成 金 の
支給対象等の内容

雇 用 の 維 持 景気の変動、産業構造の変化等経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされ、失業を予防するために休業・教育訓練
又は出向を行う。

離 職 す る 労 働 者
の 再 就 職 支 援

再就職援助計画等の対象となった労働者に対して、その再就職を実現するための支援を民間の職業紹介事業者に委託して行
う、又は、求職活動のための休暇を与える事業主に対して支援を行う。再就職援助計画等の対象となった労働者を早期に雇
い入れる。再就職援助計画等の対象となった労働者等の雇入等を行い、それらの労働者に対して訓練を行った事業主に対し
て支援を行う。

新 た な 雇 入 れ 等

高年齢者、障害者、母子家庭の母などの就職が困難な者、発達障害者、難治性疾患患者、自治体からハローワークに就労支
援の要請があった生活保護受給者等及び長期にわたり不安定雇用を繰り返す者をハローワーク等の紹介により雇い入れる。

障害者雇用経験のない中小企業が、初めて障害者を雇い入れる（障害者雇用義務のある中小企業事業主）。

学校等の既卒者、中退者の応募機会の拡大及び採用・定着を図るため、既卒者等が応募可能な新卒求人の申込みまたは募集
を行い既卒者等を新規学卒枠で初めて採用後、一定期間定着させた事業主に対して支援を行う。
職業経験、技能、知識等から安定的な就職が困難な求職者を、ハローワーク等の紹介により雇い入れ、その適性や業務遂行
能力を見極めるため短期間（原則 3か月）のトライアル雇用を実施する。
障害者をハローワーク等の紹介により雇い入れ、その適性や業務遂行能力を見極めるため短期間（原則 3か月）のトライア
ル雇用を実施する。
直ちに週 20時間以上勤務することが難しい精神障害者及び発達障害者の求職者について、3か月から 12か月の期間をかけ
ながら週 20時間以上の就業をめざしてトライアル雇用を実施する。

雇用情勢が厳しい地域において、事業所を設置・整備して、地域の求職者を雇い入れる（設置整備に要する費用負担 300 万
円以上。）

中高年齢者の方が起業するに当たって中高年齢者を雇い入れた場合、募集や教育訓練など、雇用創出措置に関する費用の一
部助成をする。

障 害 者 の 雇 用
促 進 雇 用 継 続 障害者の雇用の促進及び雇用継続のための措置を行う。

労働者等の職業能力
の向上又は処遇や雇
用環境の改善を図る

雇用管理制度の導入などを通じて従業員の離職率の低下に取り組む事業主への助成。また、介護事業主が介護福祉機器を導
入した場合や、保育・介護事業主が賃金制度の整備などを通じて、離職率の低下に取り組んだ場合に助成。

人事評価制度と賃金制度の整備を通じて、生産性の向上、賃金アップ及び離職率の低下を図る事業主への助成。

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者等非正規雇用の労働者に対し、事業主が、正社員転換制度、人材育成、処遇改善、
健康管理、多様な正社員、パート労働時間延長の制度導入等を行う。

建設労働者の雇用管理制度の導入、魅力ある職場づくりをする。

労働者のキャリア形成のための職業訓練の実施、人材育成制度の導入・適用を行う。

６５歳以上への定年引上げ等を行う事業主への助成。
高年齢者の活用促進のための雇用環境整備の措置又は無期雇用への転換を実施する事業主への助成

仕事と家庭の両立支援

育児休業の代替要員の確保や、円滑な育児休業の取得・復帰等、育児を行う労働者の仕事と家庭の両立支援に取り組む。

男性労働者が育児休業を取得しやすい職場作りのための取組を行い、一定の育児休業を取得させた事業主への助成。

仕事と介護の両立に関する取組等を行い、一定の介護休業等を取得させた事業主への助成。

妊娠・出産、育児又は介護を理由として退職した者を、適正に評価・処遇する再雇用制度を導入し、再雇用した事業主への助成。

女性の活躍推進に取り組む事業主を支援する。

仕 事 と 生 活 の 調 和
（ワーク･ライフ･バランス） 年次有給休暇の取得促進、所定外労働の削減、その他労働時間等の設定の改善に取り組む事業主団体・企業への助成。

賃金引上げ対策の補助 中小企業の最低賃金引上げ支援対策補助。

受動喫煙防止対策の補助 中小企業の受動喫煙防止対策補助。



内 容 別 一 覧 表
助成金の名称等 助成の内容等 記載頁 問い合わせ先

雇用調整助成金 休業手当、賃金負担額の一部を助成 3 福岡助成金センター

労働移動支援助成金 賃金・経費の一部を助成 5 福岡助成金センター

特
定
求
職
者
雇
用
開
発
助
成
金

特定就職困難者コース生涯現役コー
ス
生活保護受給者等雇用開発コース
長期不安定雇用者雇用開発コース
発達障害者・難治性疾患患者雇用開
発コース

雇入れ後 1年間（障害者等は 1年～ 3年間）の賃金の
一部を助成 8

福岡助成金センター

障害者初回雇用コース 障害者雇用義務がある中小企業事業主が、初めて障害
者を雇い入れた場合に助成（120 万円） 13

三年以内既卒者等採用定着コース 事業主が、対象者を雇い入れた場合に、企業区分、対
象及び定着期間に応じて助成 14

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
助
成
金

（一般トライアルコース） トライアル雇用労働者 1人当たり月額 4万円
（最大 3か月） 16

（障害者トライアルコース） トライアル雇用労働者 1人当たり月額 4万円
（最大 3か月） 18

（障害者短時間トライアルコース） トライアル雇用労働者 1人当たり月額 2万円
（最大 12か月）

地域雇用開発助成金
（地域雇用開発コース）

雇入れ人数及び設置・整備の費用に応じて 48 万円〜
960 万円
（創業の場合、中小企業の場合１回目の支給額の 1/2
を上乗せ）

21

生涯現役起業支援助成金 募集や教育訓練など、雇用創出措置に関する費用の一
部を助成 24

障
害
者
雇
用
安
定
助
成
金

障害者職場適応援助コース
（訪問型職場適応援助者による支援）

援助を必要とする障害者のために、事業所に職場適応
援助者を訪問させる事業主に対して助成

26

福岡助成金センター

障害者職場適応援助コース
（企業在籍型職場適応援助者による支援）

援助を必要とする障害者のために、事業所に職場適応
援助者を配置して援助を行う事業主に対して助成

障害者職場定着支援コース
障害者を雇い入れるとともに、職場定着のために必要
な職場支援員を配置するなどの各措置を行う事業主に
対して助成

障害・治療と仕事の両立支援制度助
成コース

労働者の障害や傷病の特性に応じた治療と仕事を両立
させるための制度を導入する事業主に対して助成

中小企業障害者多数雇用施設設置等助成金
新たに事業所を設置し障害者を 5人以上雇い入れた中
小企業に対し、事業施設等の設置・整備費用の一部助
成 30

障害者職業能力開発助成金 障害者職業能力開発訓練事業を行う事業主等に対し、
事業施設等の設置・整備費用又は運営費の一部助成

障害者雇用納付金制度に基づく助成金 設備等の整備、職場環境の改善等の措置に対する助成 53 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
支援機構福岡支部高齢・障害者業務課

職場定着支援助成金
雇用管理制度の導入助成、介護福祉機器導入費用の一
部を助成、離職率低下が達成された場合に目標達成助
成

31

福岡助成金センター

人事評価改善等助成金 計画どおりに制度の整備・実施した場合に制度整備助
成、離職率の低下が達成された場合に目標達成助成 34

キャリアアップ助成金 キャリアアップ計画に基づき制度導入等実施した場合
助成 35

建設労働者確保育成助成金 賃金・経費の一部を助成 39

人材開発支援助成金
（旧キャリア形成促進助成金） 実施日の経費・賃金について一部助成、制度導入助成 43

６５歳超雇用推進助成金 制度導入・実施した場合に助成対象
経費の一部助成等 52 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用

支援機構福岡支部高齢・障害者業務課

育児休業等支援コース

コース応じ助成 49

福岡労働局雇用環境・均等部企画課

出生時両立支援コース

介護離職防止支援コース

再雇用者評価処遇コース

女性活躍加速化コース

職場意識改善助成金 コース応じ助成
50

業務改善助成金 労働能率の増進に資する設備・器具の導入、システム
開発費、研修などの経費を助成

受動喫煙防止対策助成金 受動喫煙防止対策費について一部を助成 50 福岡労働局労働基準部 健康課













※他にも支給要件がありますので、詳細は厚生労働省ホームページをご参照ください。

申請期限

委託開始申請
分 対象者に係る ｢委託の契約締結日｣ の翌日から起算して2か月以内

再就職実現申
請分

対象者に係る ｢再就職の日｣ 以降、離職日の翌日から起算して 6か月（45 歳以上の場合
は9か月）を経過する日の翌日から起算して2か月以内
※ ｢委託開始申請分｣ と ｢再就職実現申請分｣ をまとめて申請することも可能です。 その
場合、｢再就職実現申請分｣ の申請期限までに申請を行ってください。
※同一の再就職援助計画等において複数の対象者がいる場合、最後の者の申請期限までに、
まとめて申請を行ってください。

主な支給要件

□ 対象者を離職日の翌日から3か月以内に期間の定めのない労働者として雇い入れること。
  ※有期雇用から期間の定めがない契約に切り替えた場合、紹介予定派遣後に雇い入れた場合は対象に

なりません。
□ 対象者を雇い入れ日から起算して6か月後の日に、引き続き雇用していること。
  ※支給決定までに対象者を雇用しなくなった場合は対象になりません。

助成額
支給対象者1人につき30万円（※ただし1年度１事業所あたり500人を上限）
※優遇助成に該当する事業所は80万円（6か月ごとに2回に分けて申請）
※優遇助成に該当し、対象者の雇入れから1年後の賃金上昇率が2％以上である場合は100万円

申請期限 雇い入れ日から起算して6か月後の翌日から2か月以内
※優遇助成に該当する場合は、さらに6か月経過後にも申請があります

対象労働者 □ 中途採用により、雇用保険一般被保険者または高年齢被保険者として雇い入れられる者。
□ 期間の定めのない労働者として雇い入れられた者。

主な支給要件

□ 中途採用計画を作成し、計画初日前日の6か月前の日から計画初日前日までに、労働局に申請すること。
□ 中途採用計画が中途採用者の雇用管理制度を整備するものであり、整備する雇用管理制度が新規学卒

者等に適用されるものと同じであること（労働時間・休日、雇用契約期間、評価・処遇制度、福利厚
生など）。

□ 中途採用計画期間内の中途採用の拡大について計画していること（採用予定職種、人数、採用時の評
価方法、採用後のモデルキャリアなど）。

□ 計画期間中に対象労働者を２人以上雇い入れ、かつ、中途採用率を20ポイント以上向上させること（中
途採用率の向上）。

□ 計画期間中に45歳以上の対象労働者を1人以上雇い入れ、かつ、雇い入れ日から6か月後まで継続
して雇用されている対象者が1人以上いること。

□ 支給申請を行う年度の直近年度と、その3年度前の生産性を比較して6％以上伸びていること、かつ、
同期間中に雇用保険被保険者を事業主都合で退職させていないこと。

助成額 中途採用率の向上  50万円
45歳以上の者の初採用  60万円

申請期限
中途採用率の向上 計画期間終了日の翌日から2か月以内
45歳以上の者の初採用 計画期間に雇入れた対象労働者の雇い入れ日から6か月経過後の日の翌日から

2か月以内

※再就職支援計画書の認定時期で助成率が異なります。
※特例区分に該当する事業所要件につきましては、厚生労働省ホームページをご参照ください。
※中小企業の範囲はP.1 をご参照ください。

早期雇入れ支援コース
● 概 要
 対象者を離職後３か月以内に、期間の定めのない労働者として雇入れた事業主に対して助成します。

● 対象者の早期雇入れを行った事業主への支援

※雇入れ時期によって助成額が異なります。
※優遇助成に該当する事業所要件につきましては、厚生労働省ホームページをご参照ください。

 中途採用拡大コース
● 概 要
 中途採用者の雇用管理制度を整備し、中途採用の拡大（中途採用率の向上、または 45 歳以上の者
を初めて中途採用すること）を図り、生産性を向上させた事業主を支援します。

● 中途採用を拡大した事業主への支援
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障害者短時間トライアルコース

● トライアル雇用期間
 障害者短時間トライアル雇用期間は、３か月以上１２か月以内です。
 事業主と対象労働者が合意した場合は、当初のトライアル雇用期間を含め１２か月まで延長ができます。
※障害者短時間トライアル雇用期間中の１週間の所定労働時間は、週１０時間以上週２０時間未満です。

● 対象労働者の主な要件
 次の（１）（２）のいずれの要件も満たした上で、本人がトライアル雇用を希望した場合に対象となります。
（１） 精神障害者または発達障害者支援法第 2 条に規定する発達障害者。
（２） 紹介日時点で次の①から④までのいずれにも該当しない者であること。

①継続雇用する労働者として雇用されている人（精神障害者および障害者トライアル雇用されるまで
に継続雇用する労働者でなくなることが確実な人は対象になります。）

②自ら事業を営んでいる人または役員に就いている人で、１週間当たりの実働時間が３０時間以上の人
③学校に在籍中で卒業していない人（ただし、卒業年度の 1月1日を経過しても卒業後の就職の内定
がない人は対象となります。）

④他の事業所で障害者トライアル雇用期間中の人

● 助成内容
 対象者１人あたり、最大で月額２万円×１２か月分
※対象労働者の出勤状況によって助成額が減額されることがあります。
（障害者短時間トライアル雇用終了後に継続雇用移行した場合、特定求職者雇用開発助成金の支給対象
となる可能性があります。）

● 主な支給要件

【障害者トライアルコース・障害者短時間トライアルコース共通】
□ 就労継続支援 A型事業の事業を実施している事業所以外の事業主であること。
□ ハローワーク等からトライアル雇用に係る職業紹介を受ける以前に、対象労働者を雇用することを

約（雇用予約）していないこと。
□ 事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内の血族および姻族）以外の対象労働

者を雇い入れていること。
□ トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間において、対象労働者を雇用したこと

がないこと。
□ トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間において、対象労働者について職場適

応訓練（短期の職場適応訓練を除く）を行ったことがないこと。
□ トライアル雇用期間にかかる雇用保険被保険者資格取得を行っていること（障害者短時間トライア

ル雇用の対象労働者を除く）。
□ トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用を行った事業

所においてトライアル雇用を実施した後に継続雇用へ移行しなかったトライアル労働者の数に、障
害者トライアル等雇用結果報告書兼障害者トライアルコース・障害者短時間トライアルコース支給
申請書が提出されていないものの数を加えた数が３人を超え、かつ継続雇用へ移行した数を上回っ
ている事業主以外の事業主であること。

□ トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からトライアル雇用が終了するまで
の間に、トライアル雇用に係る事業所において、雇用保険被保険者を事業主の都合で離職させてい
ないこと。
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● 受給のための手続き
□ 申請は法人単位となり、申請先は本社の所在地を管轄する労働局となります。
□ 雇用管理制度整備等計画を、雇用管理制度を導入する月の初日から遡って１か月前の日の前日までに

管轄する労働局長に提出し、認定を受けてください。
□ 認定された計画に基づき、雇用管理制度の導入を行い、労働者に実施してください。
□ 制度導入助成の支給申請は、計画期間（３か月以上１年以下）の末日の翌日から２か月以内となります。
□ 目標達成助成の支給申請は、計画期間末日の翌日から起算して12か月後の翌日から２か月以内となり

ます。

介護福祉機器助成コース

● 概 要
介護サービスを提供する事業主が、介護労働者の身体的負担を軽減するために、新たに介護福祉機器

を導入し、適切な運用を行うことにより労働環境の改善がみられた場合に、機器導入助成（導入費用の
25％（上限150万円）を、介護福祉機器の適切な運用を経て離職率の低下が図られた場合に目標達成
助成（導入費用の20％、生産性要件を満たす場合は35％（上限150万円））を助成します。

● 主な支給要件
□ 介護サービスを提供する事業主であること。
□ 認定された導入・運用計画に基づき福祉機器の導入、導入機器の使用を徹底するための研修を実施し、

機器を導入したことによって、介護業務が効果的に行えているという導入効果が一定以上あること。
□ 事業所の雇用管理に取り組むとともに、労働者からの相談に応じる「雇用管理責任者」を事業所ご

とに選任し、事業所内に周知していること。
□ 導入・運用計画期間の初日の前日から起算して６か月前の日から支給申請書の提出日までの間に、倒

産や解雇など特定受給資格となる離職理由の被保険者数が、導入・運用計画提出日における被保険者
数の６％を超えていないこと（特定受給資格者となる離職理由の被保険者が３人以下の場合を除く）。

□ 離職率を目標値以上に低下させ、かつ、定められたポイント以下になっていること。（目標達成助成）
※他にも要件があります。詳しくは福岡助成金センターヘお問い合わせください。

● 対象となる介護福祉機器
① 移動・昇降用リフト（スタンディングマシーン、リフトと同時に購入等したスリングシートを含む。）
② 自動車用車いすリフト（福祉車両の場合は車両本体を除いたリフト部分のみ。）
③ エアーマット（体位変換機能を有するものに限る。）
④ 特殊浴槽（リフトと共に稼働するもの、側面が開閉可能なもの。特殊浴槽と同時に購入等した入浴用
担架や入浴用車いすも含む。）

⑤ ストレッチャー（入浴用に使用するもの以外は昇降機能が付いているものに限る。）

● 受給のための手続き
□ 申請は雇用保険適用事業所単位となり、申請先は雇用保険適用事業所の所在地を管轄する労働局です。
□ 導入・運用計画を、介護福祉機器を導入する月の初日から遡って１か月前の日の前日までに管轄する

労働局長に提出し、認定を受けてください。
□ 認定された導入・運用計画に基づき介護福祉機器の導入を行うほか、導入機器の使用に関する研修を

実施し、導入効果の把握をしてください。なお、導入効果が一定基準を下回った場合は、支給できま
せん。

□ 支給申請は、計画期間（３か月以上1年以下）の末日の翌日から２か月以内となります。

労働者雇用管理制度助成コース 介 労 用 制 助成 ス

● 概 要
保育/介護サービスを提供する事業主が、労働者の職場への定着促進に資する賃金制度の整備を行い、

適切に実施した場合に制度整備助成（５０万円）を、賃金制度の適切な運用を経て、計画期間終了後１
年経過後の離職率を達成した場合に目標達成助成（第１回）（５７万円（生産性要件に該当する場合は７
２万円）を、計画期間終了３年経過後の離職率を達成した場合に目標達成助成（第２回）（８５．５万円
（生産性要件に該当する場合は１０８万円））を支給します。
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● 主な支給要件
□ 保育／介護サービスを提供する事業主であること。
□ 全ての保育／介護労働者に適用される職務・職責・資格・勤続年数等に応じ、階層的に定める賃金制

度を新 たに定めるか又は改善し、労働協約又は就業規則へ明示すること。
□ 介護事業主について、事業所の雇用管理に取り組むとともに、労働者からの相談に応じる「雇用管理

責任者」を事業所ごとに選任し、事業所内に周知していること。
□ 賃金制度の整備後、制度整備計画期間における保育／介護労働者の一人一月当たりの平均賃金が、計

画期間前の平均賃金と比較して低下していないなど、賃金制度整備後の対象労働者の賃金総額が低下
していないこと。

□ 賃金制度整備計画期間の初日の前日から起算して６か月前の日から支給申請書の提出までの間に、倒
産や解雇など特定受給資格となる離職理由の被保険者数が、制度整備計画提出日における被保険者
数の６％を超えていないこと。（特定受給資格者となる離職理由の被保険者数が３人以下の場合を除く）
（制度整備助成）

□ 賃金制度整備期間の末日の翌日から支給申請書の提出までの間に、倒産や解雇など特定受給資格とな
る離職理由の被保険者数が、評価時離職率（第1回）算定期間の初日における被保険者数の６％を超
えていないこと（特定受給資格者となる離職理由の被保険者が３人以下の場合を除く。（目標達成助成第１回）

□ 評価時離職率（第１回）算定期間の末日の翌日から支給申請書の提出までの間に、倒産や解雇など特
定受給資格となる離職理由の被保険者数が、評価時離職率（第2回）算定期間の初日における被保険
者数の６％を超えていないこと（特定受給離職者となる離職理由の被保険者が３人以下の場合を除く（目
標達成助成第２回）

□ 離職率を目標値以上に低下させ、かつ、定められたポイント以下になっていること（目標達成助成）
 ※他にも要件があります。詳しくは福岡助成金センターヘお問い合わせください。

● 対象となる賃金制度の整備
次の①～⑤などの場合は、賃金制度の整備に該当します。
①正規労働者以外の保育／介護労働者に適用する賃金制度を新たに作成し、全ての保育／介護労働者に階
層的な賃金制度を導入する場合。

②全ての保育／介護労働者に関する賃金制度を定めていたが、職務、職責、職能、勤続年数等に応じた新
たな賃金制度を導入する場合。

③全ての保育／介護労働者に関して職務、職責、職能、資格等に応じた賃金制度を定めていたが、更に定
期昇給制度を加える場合。

④全ての保育／介護労働者に職務、職責、職能、資格等に応じた賃金制度を定めていたが、新たな客観的
な職業能力評価基準に基づく賃金の格付けを導入する場合。

⑤全ての保育／介護労働者に適用される階層的な賃金額の定めに、更に上位の階層の賃金額を追加する場合。

● 受給のための手続き
□ 申請は法人単位となり、申請先は本社の所在地を管轄する労働局となります。
□ 賃金制度整備等計画を、雇用管理制度を導入する月の初日から１か月前の日の前日までに管轄する労

働局長に提出し、認定を受けてください。
□ 認定された計画に基づき、労働者に賃金制度を適切に実施してください。
□ 制度整備助成の支給申請は、計画期間（３か月以上１年以下）の末日の翌日から２か月以内となります。
□ 目標達成助成（第１回）の支給申請は、計画期間末日の翌日から起算して12 か月後の翌日から２か月

以内となります。
□ 目標達成助成（第２回）の支給申請は、計画期間末日の翌日から起算して36か月後の翌日から２か月

以内となります。
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● 建設事業主団体・職業訓練法人向け助成コース・助成額一覧

額成助要概スーコ

認定訓練 経費助成
中小建設事業主団体（職業訓練法人など）
が職業能力開発促進法による認定訓練を
行った場合、経費の一部を助成

広域団体認定訓練助成金の支給又は認定訓
練助成事業費補助金の交付を受けて都道府
県が行う助成により助成対象経費とされた
額の１／６

技能実習 経費助成

中小建設事業主団体が構成員に雇用されて
いる建設労働者に技能実習を行う場合、経
費の一部を助成

技能実習の実施に要した実費相当額の
４／５（※２）

建設事業主団体が構成員に雇用する女性の
建設労働者に技能実習を受講させた場合、
経費の一部を助成

技能実習の実施に要した実費相当額の
１／２

若年者及び女性に
魅力ある職場づく
り事業

経費助成
建設事業主団体が若年及び女性労働者の入
職や定着を図ることを目的とした事業を
行った場合、経費の一部を助成

実施経費の２／３
（中小建設事業主団体以外は１／２）

建設広域教育訓練

推進活動
経費助成

広域的職業訓練を実施する職業訓練法人が
建設工事における作業についての訓練を推
進する活動を行った場合、経費の一部を助
成

実施経費の２／３

施設設置等
経費助成 

広域的職業訓練を実施する職業訓練法人が
認定訓練の実施に必要な施設や設備の設置
又は整備を行った場合、経費の一部を助成

実施経費の１／２

※１助成額は１００円未満切り捨てとなります。また、各コースごとに上限額を設定しています。
※２被災三県（岩手県、宮城県、福島県）については、技能実習（経費助成）コースの助成率を
  １０／１０に拡充しています。
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● 平成２９年４月１日付の主な改正内容

（※１）平成２９年４月１日以降に提出する計画届に記載される技能実習から適用されます。
（※２）平成２９年４月１日以降に開始するトライアル雇用から適用されます。
（※３）被災三県（岩手県、宮城県、福島県）については支給対象経費の１０／１０
（※４）被災三県（岩手県、宮城県、福島県）については支給対象経費の４／５

コース 改正前（平成２９年３月３１日以
前）

認定訓練コース
（賃金助成） 助成額 一人あたり日額５，０００円

技能実習コース

（経費助成）
（※）１

助成率

【中小建設事業主】
支給対象経費の９／１０（委託費４／５）
【中小建設事業主以外の建設事業主】
支給対象経費の１／２
（女性のみ）
【中小建設事業主団体】
支給対象経費の９／１０（委託費４／５）

計画届
申請期間 訓練開始日の６か月前から１か月前

添付書類

技能実習に係る訓練カリキュラム等
労働保険料概算確定申告書登記事項
証明書又は会社案内等

（賃金助成）
（※）１

助成額

【中小建設事業主】
一人あたり日額８，０００円

雇用 管理制
度 コース

対象制度と
助成額

【本助成金の対象】
①建設事業主
②若年労働者
③計画期間終了から１年経過後の入
職率を達成した場合は６０万円

登録基幹技能者
の処遇向上支援
助成コース

一人あたり年額１０万円

若年者及び女性
に魅力のある職
場づくり事業

コース

【中小建設事業主】
 支給対象経費の２／３
【中小建設事業主以外の建設事業主】
 支給対象経費の１／２

若年・女性労働
者向けトライア
ル雇用助成コー
ス（※）２

新規助成メニュー

女性専用作業員
施設 設置助
成 コース

支給対象経費の２／３

＜＞内は生産性の向上が認められる場合の額

改正後（平成２９年４月１日以後）

一人あたり日額４，７５０円＜６，０００円＞

【雇用保険被保険者数２０人以下の中小建設事業主】 
 支給対象経費の３／４＜９／１０＞（※）３

【雇用保険被保険者数２１人以上の中小建設事業主】
 支給対象経費の３／５＜３／４＞（※）４

【中小建設事業主以外の建設事業主】
 支給対象経費の９／２０＜３／５＞（女性のみ）
【中小建設事業主団体】
 支給対象経費の４／５（※）３

訓練開始日の２か月前から１週間前

技能実習に係る訓練カリキュラム等

【雇用保険被保険者数２０人以下の中小建設事業主】▶【雇用保険被保険者数２１人以上の中小建設事業主】

 一人あたり日額７，６００円＜９，６００円＞
 一人あたり日額６，６５０円＜８，４００円＞

①中小建設事業主
②若年労働者および女性労働者
③計画期間終了から１年経過後の入職率目標を達成した 
 場合は５７万円＜７２万円＞（１回目）
 計画期間就労から３年経過後の入職率目標を達成した 
 場合は８５．５万円＜１０８万円＞（２回目）

一人あたり年額９．５万円＜１２万円＞
※２年目、３年目も同様に増額改定する場合は、それぞれ
 年額９．５万円＜１２万円＞を助成

【中小建設事業主】 
 支給対象経費の３／５＜３／４＞

【中小建設事業主以外の建設事業主】
 支給対象経費の９／２０＜３／５＞

若年者または女性を建設技能労働者等として一定期間試行
雇用を行い、トライアル雇用助成金の支給を受けた中小建
設事業主に対して一人１か月あたり最大４万円（最長３か
月）を助成

支給対象経費の３／５＜３／４＞
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Ⅱ訓練関連
 従業員の職業能力開発についての計画（事業内職業能力開発計画、年間職業能力開発計画）に基づいて、
職務に関連した専門的な知識及び技能の習得を目的とした訓練を行った事業主に対して、訓練経費と訓練
期間中に支払った賃金の一部を助成します。また、事業主団体が、傘下の事業主の雇用する労働者に対し
て、訓練を実施した場合に経費を助成します。

支給対象となる訓練 

賃金助成
（1人1時間当たり）

経費助成
実施助成

（1人1時間当たり）

生産性要件を
満たす場合

生産性要件を
満たす場合

生産性要件を
満たす場合

※ ２
①特定訓練コース

Off-JT
760円

（380円）
960円
（480円）

45％
（30%）

60％
（45%）

－ －

OJT － － － －
665円
（380円）

840円
（480円）

②一般訓練コース Off-JT 380円 480円 30％ 45％ － －

象対等練訓るなと象対給支

① 特定訓練コース （１コースの訓練時間 10 時間以上必要※1）

・職業能力開発促進センター等が実施する在職者訓練（高度職業訓練）、事業分野別指針に定
められた事項に関する訓練、専門実践教育訓練、生産性向上人材育成支援センターが実施す
る訓練等

・採用５年以内で、35歳未満の若年労働者への訓練
・熟練技能者の指導力強化、技能承継のための訓練、認定職業訓練
・海外関連業務に従事する人材育成のための訓練
・厚生労働大臣の認定を受けたOJT付き訓練（※認定実習併用職業訓練）
・直近２年間に継続して正規雇用の経験のない中高年齢新規雇用者等（45歳以上）を対象とし
たOJT付き訓練

・中小企業
・中小企業以外
・事業主団体等

② 一般訓練コース （１コースの訓練時間 20 時間以上必要※1）

上記①特定訓練コース以外の訓練
・中小企業
・事業主団体等

☞助成額

※1 海外で実施する訓練の場合は30時間以上、育児休業中等に実施した訓練の場合は10時間以上必要。

※１ 事業主団体等に対しては経費助成のみとなります。なお、生産性要件の適用及び上記の引き上げ措置の適用は
ありません。

   また、育児休業中の訓練、海外で実施する訓練についても、経費助成のみとなります（賃金助成はありません）。
※２ 以下に該当する場合は経費助成率を30%→ 45％、45%→60%、60%→75%へ引き上げ

・認定実習併用職業訓練において、建設業、製造業、情報通信業その他高度で実践的な訓練の必要性の高い分野
（特定分野）。
・若者雇用促進法に基づく認定事業主（青少年の雇用の促進等に関する法律第12条に基づく認定を受けた企業。
訓練計画提出時までに認定されている場合に限定します）。
セルフキャリアドック制度導入企業（訓練計画提出時までに就業規則または労働協約に制度を規定し労働基準
監督署へ提出している必要があります。

※ 3 賃金助成、経費助成及び実施助成について、それぞれで支給限度額（時間）が設けられており、１事業所が１年
度に受給できる助成額は特定訓練コースを含む場合は1,000万円、一般訓練コースのみの場合は500万円が上限と
なります。

   また、助成対象となる訓練等の受講回数は、1人当たり１年度３回までです。
※4 対象となる経費（消費税込み）は、以下のとおりです。

・事業所内で自ら訓練を行う場合…部外講師の謝金（1時間当たり3万円が限度）、施設・設備の借上料、教
材費など

・事業外の教育訓練機関で訓練を行う場合…入学料、受講料、教科書代（あらかじめ受講案内などで定められ
ているもの）など

・職業能力検定、キャリアコンサルティング（又はセルフ・キャリアドック）に要した経費

（ ）内は中小企業以外の助成額・助成率
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1 職業、または職務に間接的に必要となる知識・技能を習得させる内容のもの（職務に直接関連しない訓練）
（例）普通自動車（自動二輪車）運転免許の取得のための講習

2 職業、または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの
（例）接遇・マナー講習など社会人としての基礎的なスキルを習得するための講習

3 趣味教養を身につけることを目的とするもの
（例）日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講習、話し方教室

4

通常の事業活動として遂行されるものを目的とするもの
（例） ①コンサルタントによる経営改善の指導
   ②品質管理のマニュアルなどの作成、または社内における作業環境の構築や改善
   ③自社の経営方針・部署事業の説明、業績報告会、販売戦略会議
   ④社内制度、組織、人事規則に関する説明
   ⑤QCサークル活動
   ⑥自社の業務で用いる機器・端末等の操作説明
   ⑦自社製品及び自社が扱う製品の説明
   ⑧製品の開発等のために大学等で行われる研究活動
   ⑨国、自治体等が実施する入札に係る手続き等の説明  等

5 実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの
（例）時局講演会、研究会、大会、学会、研究発表会、博覧会、見本市、見学会

6

法令で講習等の実施が義務づけられており、また、事業主にとっても、当該講習を受講しなければ業務を実施でき
ないもの
（例）労働安全衛生法に基づく講習（法定義務のある特別教育等）、道路交通法に基づき実施される法定講習

※労働者にとって資格を取得するための法定講習等（建設業法の定める土木施工管理技士を取得するための訓
練コース、社会福祉・介護福祉法の定める介護福祉士試験を受けるための訓練コースなど）は除く。

7 知識・技能の習得を目的としていないもの
（例）意識改革研修、モラール向上研修

8 資格試験（講習を受講しなくても単独で受験して資格を得られるもの）、適性検査

9 官庁（国の役所）主催の研修

1
通信制による訓練（遠隔講習であっても、一方的な講義ではなく、講師から現受講中の受講生の様子を見ることができ、
質疑応答 などができる形態を除く）

2 eラーニングなど映像のみを視聴して行う講座

3 海外、洋上で実施するもの（海外研修、洋上セミナーなど）

4
通常の業務の場で行われるもの
（事務所、営業店舗、工場、関連企業（取引先含む）の勤務先など、場所の種類を問わず、営業中の生産ライン、
または就労の場で行われるもの）

5 通常の生産活動と区別できないもの （例）現場実習、営業同行トレーニング

6
訓練指導員免許を持つ者、または教育訓練の科目、職種などの内容について専門的な知識・技能を持つ講師によって
行われないもの

7

訓練の実施に当たって適切な方法でないもの
・あらかじめ定められたカリキュラム通り実施されない訓練
・労働基準法第 39 条の規定による年次有給休暇を与えて受講させる訓練
・教育訓練機関としてふさわしくないと思われる設備・施設で実施される訓練 など

● 助成対象とならない訓練の例
Off-JT訓練コースのうち訓練カリキュラムの一部に次の（表１）で掲げる内容や、（表２）の実施方法によっ

て行われる部分がある場合は、その部分は賃金助成の対象となりません。
 また、訓練コース全体の実施目的が次の（表１）で掲げる場合には、訓練コース全体が助成対象となり
ません。

（表１）

 上記２については、訓練コースが認定職業訓練である場合に限り、助成対象となります。
 また、上記２について、訓練等の実施全体の目的となっていない場合には、若年人材育成訓練、認定
実習併用職業訓練及び特定分野認定実習併用職業訓練の場合、助成対象となります。

（表２）
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 この助成金について別途、「人材開発支援助成金のご案内」が、「制度導入コース」の詳細については、
別途、「制度導入活用マニュアル」が厚生労働省ホームページにありますので、ご参照ください。

※また、本パンフレットには、助成金を受給するための全ての要件が記載されているわけではあり
ません。なお、受給要件や申請手続きについて不明な点がございましたら、福岡助成金センター
にお問い合わせください。

● 支給に伴う注意事項
（１） 訓練対象者及び制度導入の適用対象者は、雇用保険の被保険者（ただし、有期契約労働者、短時

間労働者（１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間
に比べて短い労働者）、派遣労働者を除く）であることが必要です。

（２） 雇用保険の適用事業所単位での申請となります。ただし、制度導入コースは事業主単位での申請と
なります。）

（３） 一般訓練コースを実施する場合は、就業規則、労働協約または事業内職業能力開発計画にセルフ・
キャリアドックの実施について定めていることが必要です。

（４） 助成金共通の要件を満たさないことの他に、次の場合は支給対象となりません。
□ 訓練実施計画届（様式 1号）の提出前に訓練を開始した場合
□ 制度導入・適用計画届（制度導入様式第 1号）の認定前に制度を導入している場合
□ 新たな訓練計画を追加する場合は訓練開始日の前日から起算して１ヶ月前までに、既に届け出て

いる訓練計画に変更が生じた場合は、変更が生じた日から訓練開始後７日以内に、変更届を提出
していない場合

□ 所定労働時間外・休日（振替休日は除く）に実施されたＯff－JTの賃金助成、OJTの実施助成。
ただし、Ｏff－JTの経費助成については助成対象となります。 

□ 事業主が訓練にかかる経費を全額負担していない場合※
 ※ 業務命令によって、従業員に対して専門実践教育訓練を受講させた場合、訓練経費を従業員に

負担させた事業主は支給対象外となります。また、従業員の申し出による自発的な専門実践教
育訓練の受講を支援する場合は、訓練実施期間中に負担した従業員の賃金及び経費が支給対象と
なります。

□ 実際に実施した助成対象となる実訓練時間数が特定訓練コースの場合は10時間未満（海外で実
施する訓練の場合は 30 時間未満）、一般訓練コースの場合は 20 時間未満（育児休業中等に実施
した訓練の場合は 10 時間未満）の場合

□ 訓練を受講した時間数が、実訓練時間数の８割以上受講していない場合
□ 職業訓練指導員免許を持つ者や専門的な知識、技能を持つ指導員または講師により行われてい

ない訓練の場合
□ 支給申請期間内に申請を行わない場合

（５） 助成金の支給に当たっては厳正な審査を行います。また、確認項目が多いため、他の助成金より
も支給可否の決定までに時間がかかります。

（６） 提出された書類だけでなく、事業内職業能力開発計画が策定されていることの確認、訓練などの
実施の確認、制度の実施状況の確認、また、賃金の支払い状況や訓練などに要した経費の支払い状
況などについて原本などを確認することがあります。

（７） 支給要件に照らして申請書や添付書類の内容に疑義がある場合や、審査に協力いただけない場合は、
助成金を支給できないことがあります。

（８） 支給対象となる経費のうち、受講料などが他の講座と比べて著しく高額に設定されている場合は、
その受講料を算定経費としない場合がありますので、ご注意ください。

（９） 訓練実施日に、事前連絡をせず、訓練が行われているかどうかの確認を行う場合があります。
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65歳超雇用推進助成金
（２）高年齢者雇用環境整備支援コース

 高年齢者が意欲と能力がある限り年齢に関わりなくいきいきと働ける社会を構築していくために、
高年齢者の雇用環境整備の措置を実施した事業主に対して、国の予算の範囲内で助成金を支給します。

【主な受給要件】
 企業内における雇用の機会の増大を図るための雇用環境整備の措置を、次の①、②により実施した場
合に受給することができます。
① 雇用環境整備計画の認定
 高年齢者の雇用の促進を図るための次の（イ）、（ロ）のいずれかの「高年齢者雇用環境整備の措置」
を内容とする「雇用環境整備計画」を作成し、機構理事長に提出してその認定を受けること。
 （イ） 機械設備の導入等
 （ロ） 雇用管理制度の導入等

② 高年齢者雇用環境整備措置の実施
 ①の雇用環境整備計画に基づき、当該雇用環境整備計画の実施期間内に「雇用環境整備措置」を実施
すること。
 このほかにも、他の助成金との併給など支給対象となる事業主の要件があります。

【支給額】
 以下の①、②のいずれか低い額を支給します。（千円未満は切捨て、上限 1,000 万円）
 なお、生産性要件を満たしている場合は＜ ＞の割合又は額となります。
① 支給対象経費（高年齢者雇用環境整備措置の実施に要した経費で、計画実施期間内に着手し、支給
申請日までに支払いが完了したものに限る。）の 60％＜ 75％＞（中小企業事業主以外は 45％＜ 60％
＞）。

② 当該高年齢者雇用環境整備措置の対象となる（導入又は改善された機械設備、作業方法又は作業環
境を通常の業務において使用している者、見直し又は導入された雇用管理制度又は健康管理制度に基
づき雇用管理又は健康管理が実施されている者に限る）１年以上継続して雇用されている60歳以上
の雇用保険被保険者１人につき 28 万 5 千円＜ 36 万円＞を乗じた額。

（３）高年齢者無期雇用転換コース
 50 歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働者に転換させた事業主に対して、国の
予算の範囲内で助成金を支給します。また、生産性を向上させた事業主は助成金が割増されます。

【主な受給要件】
 次の①、②によって実施した場合に受給することができます。
① 無期雇用転換計画の認定
 有期契約労働者を無期雇用労働者に転換する計画（以下「無期雇用転換計画」といいます。）を作成し、
機構理事長に提出してその認定を受けること。

② 無期雇用転換計画の実施
 ①の無期雇用転換計画に基づき、当該無期雇用転換計画期間内に、雇用する 50 歳以上かつ定年年
齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働者に転換すること。
このほかにも、他の助成金との併給など支給対象となる事業主の要件があります。

【支給額】
 対象労働者 1人あたり 48 万円（中小企業事業主以外は 38 万円）を支給します。
 生産性要件を満たす場合には対象労働者１人につき 60万円（中小企業事業主以外は 48 万円）となり
ます。
 １支給申請年度 1適用事業所あたり 10 人までを上限とします。

◎それぞれのコースの受給要件等については、機構福岡支部にお問い合わせください。
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障害者雇用納付金制度に基づく助成金
 障害者の雇用にあたっては、障害者各人の能力と適正を十分に引き出すため、施設・設備の整備等や、雇
用管理を図るために、特別な措置を講じることが必要な場合があります。
 このため、事業主が障害者の雇用にあたって、施設・設備の整備等や雇用管理を行う場合に、これ
らの事業主に対して機構の予算の範囲内で助成金を支給することによって、その一時的な経済的負担を軽
減し、障害者の雇用の促進及び雇用の継続を図ることを目的としています。

●障害者作業施設設置等助成金
 障害者を常用労働者として雇い入れるか継続して雇用する事業主で、その障害者が障害を克服し、作
業を容易に行えるよう配慮された施設又は改善がなされた設備の設置又は整備を行う場合に、その費用
の一部を助成するものです。

（助成率２／３）

●障害者福祉施設設置等助成金
 障害者を常用労働者として雇い入れるか継続して雇用する事業主又はその事業主が加入している事業主
の団体が、障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、
給食施設、教育文化施設等の福利厚生施設の整備等を行う場合に、その費用の一部を助成するものです。

（助成率１／３）

●障害者介助等助成金
 重度身体障害者又は就職が特に困難と認められる身体障害者を常用労働者として雇い入れるか継続し
て雇用している事業主が、障害の種類や程度に応じた適切な雇用管理に必要な介助等の措置（職場介助者
の配置又は委嘱・手話通訳の委嘱）を実施する場合に、その費用の一部を助成するものです。

（助成率３／４等）

●重度障害者等通勤対策助成金
 重度身体障害者、知的障害者、精神障害者又は通勤が特に困難と認められる身体障害者を常用労働者と
して雇い入れるか継続して雇用する事業主、又はこれらの重度障害者等を雇用している事業主が加盟して
いる事業主団体が、これらの者の通勤を容易にするための措置（通勤対策のための住宅の賃借等、 指導
員配置、住宅手当、通勤用バス購入、駐車場賃借等）を行う場合に、その費用の一部を助成するものです
。

（助成率３／４）

●重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金
 重度身体障害者、知的障害者又は精神障害者を常用労働者として多数継続して雇用し、かつ安定した
雇用を継続することができると認められる事業主で、これらの障害者のために事業施設等の整備等を行
いモデル性が認められる場合に、その費用の一部を助成するものです。

（助成率２／３）

◎受給要件等については、機構福岡支部にお問い合わせください。
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労働⽣産性を向上させた事業所は
労働関係助成⾦が割増されます

● 創設の背景・趣旨

● ⽣産性要件

我が国は、今後労働⼒⼈⼝の減少が⾒込まれる中で経済成⻑を図っていくためには、労働⽣産
性を⾼めていくことが不可⽋です。

具体的には、従業員の能⼒開発・意欲の向上、働き⽅や働きやすさの改⾰、業務の効率性や成
果を⾼める設備の導⼊などにより、⽣産性の向上が図れます。

このため、事業所における⽣産性向上の取組みを⽀援するため、⽣産性を向上させた事業所が
労働関係助成⾦（⼀部）を利⽤する場合、その助成額⼜は助成率の割増等を⾏います。

労働関係助成⾦は、助成⾦を申請する事業所が、次の⽅法で計算した「⽣産性要件」を満たし
ている場合に、助成の割増等を⾏います。
（具体的な助成額⼜は助成率は各助成⾦のパンフレット等をご覧下さい。）

○助成⾦の⽀給申請を⾏う直近の会計年度における「⽣産性」が、
・その３年度前に⽐べて ６％以上伸びていること または、
・その３年度前に⽐べて １％以上（6％未満）伸びていること（※）

（※）この場合、⾦融機関から⼀定の「事業性評価」を得ていること
☞「事業性評価」とは、都道府県労働局が、助成⾦を申請する事業所の承諾を得た上で、

事業の⾒⽴て（市場での成⻑性、競争優位性、事業特性及び経営資源・強み等）を与信
取引等のある⾦融機関に照会させていただき、その回答を参考にして、割増⽀給の判断
を⾏うものです。

なお、「与信取引」とは、⾦融機関から借⼊を受けている場合の他に、借⼊残⾼がな
くとも、借⼊限度額（借⼊の際の設定上限⾦額）が設定されている場合等も該当します。

☞「⽣産性」は次の計算式によって計算します。

⽣産性＝
付加価値（※）

雇⽤保険被保険者数
※ 付加価値

企業の場合＝営業利益＋⼈件費＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課

医療法⼈の場合＝（事業収益 - 事業費⽤）＋⼈件費＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課

社会福祉法⼈の場合＝サービス活動増減差額＋⼈件費＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課

●なお、⽣産性の算定要素である「⼈件費」について、「従業員給与」のみを算定することとし、
役員報酬等は含めないこととしています。
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● ⽣産性要件算定シートの項目の説明
項目（Ｐ２の各項目） 説明

⽣産性の算定対象となる
企業名・⽀店名等

損益計算書等の財務諸表は企業単位で作成するため、⽣産性も企業単位で算定
されますが、助成⾦は原則として事業所単位で⽀給申請しますので、⽣産性は事
業所の単位に最も近い単位の組織で算定します。

具体的には、連結決算を採⽤の場合は連結前の個別企業単位の財務諸表から、
また⽀店独⽴会計制度を採⽤の場合は⽀店単位の財務諸表から必要な勘定科目の
額を転記します。
「⽣産性の算定対象となる企業名・⽀店名等」「申請事業所名」欄はこれを踏ま

えて記⼊して下さい。

①〜⑤

損益計算書の「営業費⽤」の「販売費及び⼀般管理費」の中に含まれる①〜④
に該当する勘定科目の額や、⑤の ｢営業利益｣ として計上されている額を損益計
算書（内訳書）や総勘定元帳から転記します。

製造業や建設業の場合、①〜④に該当する科目は、損益計算書上の「売上原価」
の中にも含まれるので、それらの額も、「製造原価報告書（明細書）」「完成⼯事
原価報告書」「兼業事業売上原価報告書」か総勘定元帳から転記する必要があり
ます。なお、これに該当する勘定科目を記載する場合は勘定科目の名称の頭にそ
れぞれ「( 製 )」「( ⼯ )」「( 兼 )」と付します。

①⼈件費

＜対象となるもの＞
● 従業員の給与、通勤費など諸⼿当、賞与に相当するもの
● 「法定福利費」（社会保険料等）、「福利厚⽣費」
● 「雑給」（臨時アルバイト等の給与）
● 「研修費」「教育訓練費」（社員研修の費⽤）
● 「製造原価報告書（明細書）」「完成⼯事原価報告書」等に含まれるこれらの

勘定科目については、通常「労務費」としてまとめられていますので、その額
を転記しても差し⽀えありません（ただし「退職⾦」「労務外注費」が含まれ
る場合はそれを控除します。）。

＜対象とならないもの＞
● 従業員の「退職⾦」（※）●役員の「報酬、賞与、各種⼿当、退職慰労⾦等」

※これが計上される年度とそうでない年度の差が⼤きくなりすぎるため除外し
ます。

● 出張旅費などの「旅費交通費」（通勤費を「旅費交通費」の中に含めている
場合を含む）

● 派遣労働者に係る派遣⼿数料に相当するもの (「外注加⼯費」など）

②動産・不動産賃借料 「地代家賃」「賃借料」など

（１）付加価値 ①〜⑤に⼊⼒した値の合計を記⼊します。

（２）雇⽤保険被保険者数

各事業所で管理しているデータ（労働保険料申告書にも⽤います）を利⽤する
ほか、正確な⼈数を「事業所別被保険者台帳交付請求書」によってハローワーク
に照会することができます。

⼈数は、財務諸表の作成単位（企業単位、⽀店単位）と同じ単位の組織の⼈数
を記⼊（ 企業や⽀店の中に複数の事業所がある場合はその事業所の被保険者数
を合算し、その事業所名と事業所番号を記した任意の書⾯を添付）して下さい。

助成⾦申請事業所のＡとＢの会計年度の末⽇現在の⼈数を記⼊して下さい。
なお、雇⽤保険被保険者数には、「⽇雇労働被保険者」や季節的に雇⽤される「短

期雇⽤特例被保険者」は除きます。

（３）⽣産性 付加価値（（１）欄）を雇⽤保険被保険者数で割った値を記⼊します。
（⼩数点以下四捨五⼊）

（４）⽣産性の伸び

直近年度（Ｂ）とＢの３年度前（Ａ）の伸び率を記⼊します。
（⼩数点以下２桁切り捨て）
６％以上⼜は１％以上（6％未満）（※）の場合に⽣産性要件を満たすこととなり
ます。

（※）１％以上（6％未満）の場合は、⾦融機関から⼀定の「事業性評価」を得て
いることが必要です。

（５）⽣産性の向上に効果
があった事業主の取組

具体的な内容を記⼊してください。
（例：従業員の能⼒開発・意欲（働きがい）の向上、働き⽅や働きやすさの改⾰、
業務の効率性や成果を⾼める設備の導⼊など）
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